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Abstract. Job market for the new graduates from university is very serious. There are so 
many students who cannot get offers from business society. The economic situation is not the 
only reason for this unemployment of the younger generation. The gap of consciousness 
between students and society is huge. Career education at university is becoming increasingly 
important. 
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第一章 厳しい就職事情 
大学卒業生の就職率が下がっている。大学は出たけれど職に恵まれない学生が増えており、２０００
年前後の就職氷河期に匹敵する厳しい状況といわれている。単に２００８年秋のリーマンショックの影
響が続いており、日本の企業の採用が絞り込まれているだけの理由なのか？ むしろ、学生の質や
意識と、企業あるいは社会のニーズとの構造的ミスマッチが顕在化しているのではないだろうか？大
学におけるキャリア教育について改めて深く見直すことが必要ではないかと考える。 
一方、大学が預かって入る時間は、４年間ではなく実はもっと短い。一つには、企業の採用時期が
３年生の秋から開始され、３年生の間に採用選考を行い、内々定を打つ企業が多いこと。二つ目には、
１８才年齢約１２０万人の二人に一人がいまや大学に入学しており、大学生の基礎学力が初等中等教
育の１２年間に十分に身に付いていない学生が多いため、初年次教育など、大学の１年次に高等学
校の積み残しの教育をやらざるを得ないこと。このように、大学がしっかりした社会人候補生を育てる
ことのできる時間は１～１．５年しかないという事実がある。厳しい就職難を背景に、就職のために留年
する、大学院に進学するという学生も増えている。同時に、新卒一括採用を止めて、卒業後３年程度、
新卒扱い採用を促す動きも出ている。 
先ずは就職率のデータの分析から開始しよう。 
 
（１）厚生労働省発表データ 
厚生労働省は毎年、１０月１日、１２月１日、２月１日、４月１日の４回、それぞれの時点での、内定率
を発表している 1。２０１０年５月２１日に発表された、２０１０年４月１日時点での就職率は９１．８％で、
前年の９５．７％から大幅に下がり、過去最低の平成１１年度（１９９９年度）に次ぐ低い就職率で、厳し
い就職状況を表しているとされた。 
９１．８％とは、２０１０年４月１日時点で、３７万５０００人の就職希望がおり、３４万４０００人が就職し、
これが９１．８％であったことによる。 
ここで、２００９年１０月１日から２０１０年４月１日までの発表数字の経緯に注目しよう。 
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２００９年度（平成２１年度） 
 １０月１日 １２月１日 ２月１日 ４月１日 
卒業予定者 ５６．０万人 ５６．０万人 ５６．０万人 ５６．０万人 
就職希望者 ４２．８万人 ４１．４万人 ４０．５万人 ３７．５万人 
就職（内定）者 ２６．８万人 ３０．２万人 ３２．４万人 ３４．４万人 
就職（内定）率 ６２．５％ ７２．９％ ８０．０％ ９１．８％ 
 
ここで注目したい点は、就職希望者数が１０月１日の時点から、４月１日の時点に至る半年間で、
４２．８万人から３７．５万人に５．３万人減少していることである。大学４年生の１０月の時点では就職を
希望していても、その後、就職を断念し、進学・留年或いは所謂就職浪人、フリーター、パート・アル
バイターを選んだ学生が多いということになる。 
就職率の実際としては、１０月１日時点の希望者数を分母とし、４月１日時点での就職者で計算する
のが、就職状況を説明する場合、近いのかも知れない。この場合、２００９年度は８０．４％となり、２００９
年度においても大学卒業者５人に１名が職を得ることが出来なかったことになる。人数にして、８．４万
人であり、２２歳人口の約７％となる。 
同様のことは、２００８年度（平成２０年度）についてもいえるが、２００９年度ほどの厳しさではなく、実
質就職率（１０月１日の希望者で、４月１日の就職者を割る）は８７．６％であった。 
 
２００８年度（平成２０年度） 
 １０月１日 １２月１日 ２月１日 ４月１日 
卒業予定者 ５４．４万人 ５４．４万人 ５４．４万人 ５４．４万人 
就職希望者 ４２．０万人 ４１．１万人 ４０．５万人 ３８．２万人 
就職（内定）者 ２９．４万人 ３３．０万人 ３５．０万人 ３６．８万人 
就職（内定）率 ６９．９％ ８０．５％ ８６．３％ ９５．７％ 
 
（２）文部科学省発表データ 
文部科学省は厚生労働省と違う切り口でデータを収集分析し８月に公表される「学校基本調査速
報の公表について」の中の調査結果の概要（高等教育機関）で、就職率のデータを発表している 2。 
２００９年度については８月５日に発表された。厚生労働省発表のデータと比較するために、２００８年
度と２００９年度のデータについて見てみよう。 
 
 １９９９年度 ２００８年度 ２００９年度 
大学入学者数 ６０．０万人 ６０．９万人 ６１．９万人 
卒業者数 ５３．９万人 ５６．０万人 ５４．１万人 
大学院進学者数  ５．７万人  ６．８万人  ７．３万人 
就職者数 ３０．１万人 ３８．２万人 ３２．９万人 
就職率 ５５．８％ ６８．４％ ６０．８％ 
就職も進学もなし １２．１万人  ６．８万人  ８．７万人 
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２００９年度（２０１０年３月卒業）の四年制大学の卒業生の就職率が６０．８％と大きく下がり、１０年前
の所謂就職氷河期に近づいた、更に、就職も進学もしない若者が８．７万人ということが文部科学省
のデータで話題になった。 
文部科学省と厚生労働省のデータで、気になる点は、２００９年度について、卒業予定者数が厚生
労働省では５６．０万人で、文部科学省の卒業者数（実績）では５４．１万人と２万人程減少したことと、
就職者数が厚生労働省の５月の発表では３４．４万人であったのが、文部科学省の８月の発表では３２．
９万人と１．５万人減ったこともある。 
しかし、いずれにしても大学生の就職が厳しい状況にあり、卒業生の６割しか職を得ることが出来な
いということである。更に、６０万人程度の大学入学者のうち５４万人程度が卒業ということは、６万人、
入学者の一割程が卒業しない、即ち中退しているという現実も看過できない問題である。この６万人
に約９万人の進学も就職もしない学生を加えた１５万人（大学進学者の２５％）の、キャリアや人生のこ
とが極めて深刻な社会問題となりつつあるということである。単に景気循環による求人と求職の需給問
題なのであろうか、次章でミスマッチの原因を考えて行きたい。 
 
第二章 新卒求人と求職のミスマッチ 
本年度のノーベル経済学賞はマサチューセッツ工科大学（MIT）のダイアモンド教授他３名のサー
チ理論（労働市場で求人と求職は時間とコストそれに情報のミスマッチなどの理由で常に一致するこ
とはない。したがって、求人が求職を上回っても構造的に失業者は存在する。）に対して与えられるこ
とが決まった。 
今年３月に卒業した日本の大学生の就職率は名目で９１．８％、実質は４年生の１０月１日時点での
就職希望者に対する就職率として８０．４％であった。逆算すると非就業率（失業率）は名目８．２％、
実質１９．６％となり、厚生労働省が２０１０年１０月２９日に発表した全国の９月の失業率５．０％を大き
く上回っており、大学の新卒者に厳しい状況となっている。 
 
２年前まで、企業において採用と研修に携わっていた立場で、企業の求人の考え方をみると、やは
り、新卒採用と中途（経験者）採用には大きな違いがあると言える。中途（経験者）採用は、経験やス
キル、技能が条件とされ、社内人材の異動や教育研修で解決できない場合の即戦力採用か、社員の
年齢構成の是正にある。多くの企業は毎年決まった数の新卒採用を行なうことは景気循環の中で難
しい、したがって、社員の年齢別ピラミッドはいびつな形となることが多く、採用を控えた時期の不足
分や、早期（中途）退職者が多く出た年次分を中途で採用することになる。一方、新卒採用は基本的
には終身雇用、年功序列（昇進昇格並びに給与体系）を前提とし、一旦採用した社員は基本的には
定年の年齢まで、本人が希望しない限りは雇用を継続するという考え方にしたがっている。新卒採用
を企業が基本とする背景としては、企業文化、経営理念を更地の段階から植えつける目的もある。更
に、新卒採用においては、採用後の内定者研修や、入社後の導入研修、その後の３年目、５年目、９
年目などの節目研修を通して同期を切磋琢磨させ、合わせて同期意識を醸成するという目的も無視
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できない。中途（経験者）採用に当っては、逆に企業文化や経営理念、価値観の親和性が採用に
当っての重要な要素となる。 
 
ところで、現在の四年制大学卒の就職難には二重構造が起きているもいわれる。どの企業も欲しが
る層とどの企業も敬遠する層である。その違いは、大学名や偏差値とは一致しない。個々の学生が身
につけている何か、人間力のようなものである。それは就業力とも呼べるものかもしれない。 
問題はそのＸＸ力とは具体的にどの様なもので、何がかけており、かけているものはどの様に埋め
ればよいのかということになる。これは、大変に難しい作業で、それぞれの要素の多くが定量化できず、
夫々の要素の定義も人によって立場によって異なるということである。担当しているリーダーシップの
授業におけるリーダーの資質についての議論と類似する。 
 
経済産業省はこの取り組みの一環として、社会人基礎力というものを定義した。６の大要素とその
内訳の１５の要素に分解している。社会人基礎力の定義に続いて、その要素それぞれに、①必要性
の度合い、②学生が身につけている度合い、③学生に不足している度合いの三つの側面から、学生
と社会（企業）のギャップを調査した。多摩大学グローバルスタディーズ学部（ＳＧＳ）においても、２０１０
年１０月下旬に、２年生の国内インターンシップ受講生４４名と３年生のキャリアセミナーの受講生５５
名に同じ質問をし、他大学の学生との差異、社会（企業）との差異を検証してみた 2。 
 
（１）社会における必要な力 
  SGS 
２年生 
SGS 
３年生 
日本の学生 企業 
業界専門知識  ４．５％  １．８％  ３．４％  ０．４％ 
語学力  ７．６％  ７．９％  １．３％  ０．５％ 
簿記  ０．０％  ０．６％  ０．２％  ０．１％ 
技能など 
PC スキル  １．５％  ２．４％  ０．７％  １．８％ 
一般教養  ６．１％  ６．７％  １．２％  ３．６％ 基礎学力 
一般常識  ９．８％ １２．７％  ５．６％ １１．７％ 
主体性  ６．８％  ３．６％  ８．０％ １３．３％ 前に踏出す力 
粘り強さ  ６．８％  ７．３％  ７．８％  ７．１％ 
課題発見力  ０．８％  ６．１％  ５．１％  ２．８％ 
論理的思考力  １．５％  ３．０％  ４．３％  ４．２％ 
考え抜く力 
独創性  ３．８％  ３．８％  ２．９％  ０．９％ 
コミュニケーション力 ２６．５％ ２７．３％ ２１．５％ ２３．１％ チームで働く力 
チームワーク力  ３．８％  ３．０％ １１．１％  ７．６％ 
ビジネスマナー  ６．８％  ５．５％  ３．８％  ２．２％ 人間性など 
人柄 １３．６％  ９．７％ ２２．６％ ２０．０％ 
その他・無回答   ０．０％  ０．０％  ０．５％  ０．７％ 
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社会で必要とされる能力については企業も学生も大勢としては大きな相違はない。あえて上げると
すれば、下記のとおりである。 
共通点： 企業も学生も、コミュニケーション力と人柄が最も重要な要素で一致している。 
相違点： 企業は一般常識や主体性を重視しているが、学生はそこまでいたっていない。 
SGS の学生の特徴も見て取れる。学部の性格からか語学力、一般教養を重視する一方、相対的に
チームワーク力や人柄についてのウェイトは低い。 
 
（２）既に身に付いている能力 
  SGS 
２年生 
SGS 
３年生 
日本の学生 企業 
業界専門知識  ０．８％  ０．９％  １．０％  ８．３％ 
語学力  ３．９％  ４．４％  ３．１％  ３．０％ 
簿記  ０．０％  ０．０％  １．９％  ２．８％ 
技能など 
PC スキル  ４．７％  ８．０％  ４．４％  ６．５％ 
一般教養  ８．５％  ５．３％  ３．３％  ５．３％ 基礎学力 
一般常識 １２．４％  ６．２％  ４．８％  ３．１％ 
主体性  ０．８％  ６．６％  ５．２％  ２．３％ 前に踏出す力 
粘り強さ  ９．３％ １５．０％ １６．８％  ０．８％ 
課題発見力  ３．９％  ４．４％  ４．６％  １．６％ 
論理的思考力  ３．９％  ４．０％  ５．６％  ６．０％ 
考え抜く力 
独創性  ３．９％  ４．９％  ４．４％  ２．８％ 
コミュニケーション力 １７．１％ １２．４％  ８．５％  ６．８％ チームで働く力 
チームワーク力 １０．１％ １０．２％ １２．３％  ２．４％ 
ビジネスマナー  １．６％  ３．１％  １．７％ ２４．７％ 人間性など 
人柄 １９．４％ １４．６％ ２０．０％ １６．５％ 
その他・無回答  ０．０％  ０．０％  ２．４％  ７．１％ 
 
既に身に付いているか否かについては、企業と学生のギャップは大きい。学生は基礎学力とチー
ムで働く力はかなり身についていると思っているのに対し、企業の評価は低い。また、粘り強さについ
て、学生と企業の見解は大きく分かれている。逆に、ビジネスマナーについて企業はそれなりの評価
をしている。企業のセミナー、インターンシップ、採用面接に訪問する時点での学生は、ある程度の合
格点に達する準備をしているものと思われる。 
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（３）不足している能力 
  SGS 
２年生 
SGS 
３年生 
日本の学生 企業 
業界専門知識 １２．０％ １０．８％ １１．８％  １．０％ 
語学力 １１．３％  ９．６％ １６．５％  ０．４％ 
簿記 １１．０％ １０．０％ １０．２％  ０．１％ 
技能など 
PC スキル  ８．２％  ６．９％  ５．７％  ０．２％ 
一般教養  ６．２％  ５．７％  ３．１％  ３．５％ 基礎学力 
一般常識  ４．１％  ７．２％  ５．７％ １１．０％ 
主体性  ５．８％  ７．７％  ５．６％ ２０．４％ 前に踏出す力 
粘り強さ  ４．１％  ２．９％  ３．０％ １５．３％ 
課題発見力  ４．８％  ６．０％  ３．６％  ５．５％ 
論理的思考力  ８．６％  ６．７％  ６．１％  ４．８％ 
考え抜く力 
独創性  ６．５％  ６．０％  ７．６％  ５．５％ 
コミュニケーション力  １．７％  ４．５％  ８．０％ １９．０％ チームで働く力 
チームワーク力  ３．８％  ４．１％  ２．３％  ４．５％ 
ビジネスマナー  ９．６％  ９．６％  ６．２％  ３．８％ 人間性など 
人柄  ２．４％  ２．４％  ３．８％  ３．５％ 
その他・無回答   ０．０％  ０．０％  ０．８％  １．５％ 
 
学生が不足していると考える能力と企業が学生に不足していると考える能力のギャップが、今後、
大学におけるキャリア教育のもっとも重要なポイントと考えられる。学生が資格や知識が不足している
と考えるのに対し、企業は殆ど重視していない。企業内研修や OJT により身につけるものと考えてい
ると思われる。一方、一般常識、一歩踏出す行動力、コミュニケーション力は学生が既に身に付け不
足しているとは考えない能力であり、企業が最近の学生に不足していると考える能力である。 
 
このことは、今年３月に朝日新聞が主要１００社に聞いて、採用（特に面接）に当って何を重視する
かというアンケートでコミュニケーション力と行動力を挙げる企業が多かったということにも一致する。 
 コミュニケーション力 ７４社 
 行動力 ７１社 
 人柄 ２８社 
 熱意 ２７社 
 協調性 ２３社 
 責任感 ２２社 
企業がコミュニケーション力と行動力を重視し、複数回の面接などを通して、見極めようという姿勢
は、即ち、かなりの学生が身につけていないという認識を持っており、それらを身につけている学生を
選択的に採用しようということになる。企業がこの二つが不十分と判断する多くの学生が就職機会を
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失うことになっている。そのことは、一方で、学生が自分に不足していると思わないことが問題を深刻
にしている。 
大学におけるキャリア教育のポイントの一つが、このギャップを埋め、社会・企業が必要としている
行動力とコミュニケーション力を学生時代に身につけさせる必要があることになる。行動力とコミュニ
ケーション力に学生と企業のギャップが生じる理由として、それぞれの度合いが十分か不十分かでは
なく、学生と企業のそれぞれの意味や定義が異なっている可能性もある。昨年秋学期と今年の春学
期における「リーダーシップ」の授業において、行動力やコミュニケーション力がリーダーシップの重要
な要素であることを学生は深く認識していることが分かったが、それぞれの具体的意味や内容にそれ
ぞれに理解が異なったり、十分に考えていない学生が多いことが分かった。そのため「リーダーシッ
プ」の授業においては、行動力、コミュニケーション力とは具体的にはどの様なことかを考え、具体的
なことを如何に日々実践するかを学生に意識させることに努めてきた。 
 
第三章 大学における今後のキャリア教育 
（１）意識の変化 
最近の学生、若者の意識が変化しつつあると言われる。一つは特に内向き志向ということである。
海外留学や旅行など外の社会に出て様々な経験を積もうという若者が減っている。また、若者が孤立
し、目立つこと、人と違うこと、個性を出すことに躊躇する傾向にあることも指摘されている。これらは、
企業が特に最近のグローバル化やデフレの中で求めている積極的に主体的に個性を出し挑戦する
人材像とかけ離れてくる。海外旅行や留学を躊躇する学生が多い状況の中で、留学促進措置をとる
ことに加え、逆に、多くの留学生を日本に迎え入れ、日本のキャンパスがそのような多文化の場となり、
異文化や個性がおのずから自然にぶつかり合う環境を提供することが一つの方法となる。 
 
（２）認識のずれ 
企業や社会が求めている能力や資質に関して、学生の認識が異なることが社会人就業力の調査
に現れている。何故、そのような差が出るのか？端的に言えば、学生が社会や企業を知らないという
ことに尽きるかもしれない。社会人、職業人と学生が接する機会を多くすることが必要である。又、大
学の教職員が実社会の現実や状況をよく理解した上で、学生の理解を促す必要もある。その点から、
大学の教職員の中に大学生活のみの研究者・教育者以外の他の社会の経験者を実業界、官界、民
間研究機関から積極的に迎え入れ多様な指導ができる体制が望まれる。 
学生の認識のずれが仮にあるとすると、インターンシップの機会は重要な機会である。ワンデイイン
ターンシップのような会社セミナーと変わらないイベントではなく、通勤や挨拶、毎日の職場での繰り
返しを実体験させるため２週間以上、出来れば１ヶ月のインターンシップを就職を目指すすべての学
生に機会提供することが必要となる。その時期は、大学生になって出来るだけ早い時期の２年次から
経験させることもその後のキャリア認識の醸成のために大切になる。インターンシップにおいては、就
業経験に加え、事前の講義や事後の振り返りも重要で、企業や組織の受入体制もまた重要であるの
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で、教職員による受入企業や組織の開拓と関係維持にしっかりした支援体制のノウハウの充実が必
要な仕事となる。 
 
（３）教育システムの改革 
企業からみて業界の専門知識を四年生大学卒の学生に求めていないことが現実である。それは四
年生大学卒の学生の基礎学力が進学率の高まりや、初等中等教育の限界でかつてより下がっている
という現実があるためである。企業はそのような専門性や経験は大学院卒や中途、経験者採用に求
めることになる。四年制大学の新卒に期待しているのは、むしろ、一般常識や一般教養、或いは学び
方の訓練である。一方的な講義による形式の授業は既に意味をなしていない。教える先生も学ぶ学
生の学習能力や基礎学力のこともあり、かつてのような効果が上げられない。教員に必要なことは、参
加型の自ら考えさせる授業である。 
一般常識や一般教養、学び方の訓練は、教室の中だけで済むものではない。社会に出てボラン
ティア活動やサークル・コミュニティ活動を通して、社会を人々の様々な状況を知ることも必要である。 
一方、ＰＣや語学力、簿記などのスキルについては、可能な限り学生時代にレベルアップさせること
も必要となる。学生が社会に出るに当って不足していると自分なりに意識しているし、企業が重視して
いないとは言え、あった方が良いし、学生には是非これらのスキルの自信をつけて欲しい。これらのス
キルアップは、時間を費やし継続的に努力し、力が上がっていくものであり、学生の努力を促すことに
もつながると思うからである。ある程度のレベルにスキルが上がっていくと、そこから見える視野が広が
り視界が変わり、学生に新たな挑戦する機会を与えることになるからである。仮に語学力の観点から
例えば英語力を上げるための授業を施すにしても、大学においては四分野の基礎語学力に加え、プ
レゼンテーションや通訳翻訳などへの展開や、第二第三外国語の組み合わせで語学力をベースとし
たコミュニケーション能力のアップに資する必要もある。 
 
（４）行動力とコミュニケーション力を身につけさせるために 
行動力とコミュニケーション力が企業や社会と学生の大きなギャップになっている。大学教育にお
いても、このことを十分認識し、かなりの努力で現在の学生のレベルを大幅超える水準の力を学生に
付けさせ、社会に出していく必要がある。ただし、これらは授業での講義や理論を説明して身に付くも
のではない。いずれも自らの経験を通して身につけるものである。学生にそのような機会が少ないとし
たら、それらの機会を大学で用意する必要がある。 
授業においては、授業の進め方がポイントとなる。一方的講義から双方向の講義にしっかりシフトし
自分で考え発表し意見を交わす場と機会を努めてつくる。そのための教員の教育の質を上げるため
のファカルティディベロップメントが不可欠となる。 
更に、教室以外でのキャンパスの外での活動が意味をもってくる。そのような観点から、コミュニティ
活動、ボランティア活動をむしろ積極的に単位認定し、指導教官が事前事後の指導をしっかり行い経
験重視型のカリキュラムとすることや、ゼミを導入強化する場合、現実社会におきていることをテーマと
し、現実社会に働きかける行動を前提とするなどの取り組みが必要となる。 
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最後に、大学が４年間の時間で学生を成長させるといっても、実際の就職活動が前倒しになって
おり、３年生の夏には大学の外にでてテクニカルな就職活動をせざるを得ないという事実は深刻であ
る。今、大学には学生のために本質的な上記のような取り組みをする時間が限られている。基礎学力
の問題もあり、初年次教育や入学前教育が話題になるように、学生が入学して最初の一年間は事実
上しっかり腰をすえて教育する時間にはなっていない。将に４年間のうち１年半程度しか教育する時
間が無いことになる。それでは社会が必要とする人材を育て輩出することは無理である。企業は学生
と大学に時間を提供するために採用開始を遅らせる必要がある。現在日本貿易会が２０１３年３月卒
業生より採用開始を４年生の夏にすることを決めたことを歓迎する。更に進めるとした、企業や社会が
望む学生の基礎力や能力を更に具体的に定義し、社会と大学が連携して人材育成に当るということ
になる。一方、異常な大学受験競争を見直す必要もあり、偏差値だけが全てではないことを早急に是
正する必要がある。併せて、高大連携や中高大連携を教育カリキュラムやキャリア教育で一歩踏み込
み一人ひとりの生徒学生をフォローしケアする仕組みを進めることも又必要である。 
 
注 
 
1 厚生労働省平成２１年度大学等卒業予定者の就職状況調査について 
調査対象、調査方法等 
全国の大学、短期大学、高等専門学校、専修学校の中から、設置者・地域の別等を考慮して抽出した１１２
校についての調査。調査校の内訳は、国立大学２１校、公立大学３校、私立大学３８校、高等専門学校１０
校、専修学校２０校。調査対象人員は６２５０人（大学、短期大学、高等専門学校併せて５６９０人、専修学
校５６０人） 
各大学等において、所定の調査対象学生を抽出した後、電話・面接等の方法により、性別、就職希望の
有無、就職状況等につき調査。なお、就職率とは、就職希望者に占める就職者の割合。 
調査時期及び発表時期 
   調査時期 発表時期  
 平成２１年 １０月１日 １１月１９日 
  １２月１日 １月１４日 
 平成２２年 ２月１日 ３月１２日 
  ４月１日 ５月２１日 
2 経済産業省の調査はいずれの設問に対しても複数回答可としたが、SGS の学生に対する（１）「社会にお
いて必要な能力は」については３つ選択させ、その他の設問に対しては経済産業省の調査と同様に、複
数回答可として、総回答数を１００％として各項目毎の回答数の割合を求めた。 
経済産業省の調査は２００９年１１月～１２月に実施され、大学生は１５９８人が回答し、企業は１１７９件が
回答したとされている。企業の回答者は学生に近い部署と考えられ、就職希望の学生（３～４年生）を対象
に回答したものと考えられる。 
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